
１ 　総括
⑴ 人件費の状況（普通会計決算）

⑵ 職員給与費の状況（普通会計決算）

Ｂ

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成３０年４月１日現在の人数です。

⑶ ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

⑷ 給与制度の総合的見直しの実施状況

①給料表の見直し

　（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日　

　（内容）・ 一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均約２％引下げました。

初任給に係る号給等については据置き、高齢層については、最大４％引下げを実施しました。

・ 激変緩和のため、令和３年１月まで経過措置（ 現給保障） を実施します。

千円

％

一人当たり

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため
　　　　、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表
　　　　（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。
　　　２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均し
　　　　たものです。

(参考)一般市平均

Ａ

３　職員の給与の状況

実質収支 （参考）人件費率住民基本台帳人口

Ｂ／Ａ 29年度の人件費率

人件費

　　　　　　Ｂ

歳出額
区分

給与費

（30年度末）

　　　　　千円

11.51,363,364

千円人　 ％

164,267 92,264,562 10,783,858

　　　　　千円

　　　　　　Ａ

30年度
11.7

区分
給与費　Ｂ／Ａ

職員数

30年度
4,906,009

給　 料 職員手当

1,941,103816,612

一人当たり給与費

6,161

千円

6,100

千円

期末・勤勉手当

千円千円

計

千円人

1,244 7,663,724

H28

98.6

H28

99.6
H28

99.1
H29

98.6

H29

98.8

H29

99.1

H30

99.1
H30

98.8

H30

99.1
H31

98.7
H31

98.5

H31

98.9

90

95

100

105

都城市 類似団体平均 全国市平均



②地域手当の見直し

　（支給割合）　国と同様の見直しを実施しました。

　（実施時期）　平成２７年４月１日　

　（参考）

国の支給割合

都城市の支給割合

③その他手当の見直し

　管理職特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様の見直しを実施しました。

　（実施時期）　平成２７年４月１日　

２ 　職員の平均給与月額、初任給等の状況
⑴ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３１年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 年 人 円 円 円

歳 年 人 円 円 円

歳 年 人 円 円 円

歳 年 人 円 円 円

歳 年 人 円 円 円

円 円

歳 年 人 円 円 円

公務員

(国ベース）（Ａ）

53

4

――

329,3802,431

344,431315,019

310,925

人

470,049

362,687

円

41.5

318,400

43.4 -329,433

宮崎県

18/100

18.5/100

18.5/100
東京都特別区

平成27年度の支給割合

4.1時点

平均給与月額
（国ベース）

平均給与月額

18/100

20/100

392,639

遡及改定後

356,74342.8 329,555

20/100

類似団体 313,023

21.5

平均年齢

―

うち清掃職員

国

宮崎県

50.9

うち用務員

―

類似団体

うち自動車運転手 53.0 378,433

41.3

平均年齢 平均給料月額

56.0

区分

都城市

43.2 344,701383,830

見直し後の支給割合
（H28.4.1）

338,576

33.2

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成３１年４月１日現在における基本給の平均です。
　　　２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの
　　　　諸手当を合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
　　　　　また、「平均給与月額(国ベース)」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤
　　　　務手当等の手当が含まれていないため、比較のため国家公務員と同じように再計算したものです。
　　　３ 上述１、２の内容は、以下の②技能労務職、③税務職、④消防職の「平均給料月額」「平均給与
　　　　月額」「平均給与月額（国ベース）」についても同様です。

400,433

361,402

411,123

平均給与月額区分 平均給与月額

340,879

21

360,552398,424

379,625

平均給料月額
平均

勤続年数
職員数

3

国

25.8都城市 45.9

歳

371,077

―

―

396,250

―

51.0

35.0 399,900

――

347,832

年

73

287,312



歳 円

歳 円

歳 円

円 円

円 円

円 円

③税務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

3.25

2.28

1.36

平均給与月額

2,883,400

参考

2.55

―

4,102,900

―

5,593,000

（Ｄ）

211,600

Ｃ／Ｄ

年収ベース(試算値)の比較

（Ｃ）

1.89

民間

184,000

―

1.16

―

296,600

参考

平均給与月額

（Ｂ）
Ａ／Ｂ

区分
公務員

―

うち清掃職員

―

6,584,004うち用務員

37.8

平均給料月額

―

―

359,720

284,158

55.6

370,128

区分

39.8

42.9

（注）１ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されている宮崎県のデータ（平成２８年度～
　　　　３０年度の３ヶ年平均）を使用しています。なお、廃棄物処理業従業員及び用務員は、全国計の
　　　　データを使用しています。
　　　２ 年収ベース「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍し
　　　　たものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給され
　　　　た年間賞与の額を加えた試算値です。
　　　３ 「清掃職員」とは、環境業務課及びクリーンセンターに勤務する職員のことをいいます。
　　　４ 「用務員」とは、小学校、中学校に勤務する職員のことをいいます。
　　　　なお、本市では複数校兼務での勤務体系となっております。
　　　５ 「自動車運転手」とは、管財課等に勤務する運転手のことをいいます。
　　　６ 技能労務職の職種と民間の職種等にあたり、年齢、勤続年数、業務内容、雇用形態等の点
　　　　において相違がありますので御留意ください。

国

322,658375,432

平均給与月額
（国ベース）

宮崎県

類似団体

304,361都城市

―436,869

321,903

平均年齢

― ―

区分 対応する民間
の類似職種

民間

うち用務員

自家用乗用自動車運転手 61.5

用務員

45.9

うち自動車運転手

都城市

平均年齢

廃棄物処理業従業員

都城市

うち清掃職員

2,293,300

―

7,445,512うち自動車運転手



④消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

⑵ 職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

⑶ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

―

大　学　卒

大　学　卒

高　校　卒

148,600

――

税　務　職

―

180,700

364,891

38.8 367,068

国

323,563295,965

平均給与月額

―

税　務　職

大　学　卒

―

260,500

宮崎県

区 分

高　校　卒

高　校　卒

大　学　卒

一般行政職

180,700

148,600

類似団体

都城市

平均年齢

―

区分

―

180,700

都城市区分

国

―

―

宮崎県

平均給与月額
（国ベース）

38.2 327,293

経験年数２０年

―

213,660

高　校　卒

中　学　卒

―

技能労務職

一般行政職

消　防　職

207,600

―

平均給料月額

技能労務職

―

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

―

293,356

―180,700

―

―

大　学　卒

148,600148,600

消　防　職
高　校　卒

―

―

―

―

406,050

385,923

382,900317,600

高　校　卒

大　学　卒 376,350

218,233

247,667

148,600

経験年数１０年

―

353,571

180,700

148,600

―

―

353,800

382,900

383,300365,150

383,300 390,800

―

経験年数２５年

315,285

―

経験年数３０年

―356,833

―

403,200

357,586

―

353,000

295,800



３ 　一般行政職の級別職員数等の状況

⑴ 一般行政職の級別職員数の状況（平成３１年４月１日現在）

主事又は技師の職務

主任主事又は主任技師の職務

主査の職務

 副主幹の職務

主幹の職務

 副課長の職務

 課長の職務

部長の職務

  

9.1%

17

84

112

37.0%

7.7%

12.4%

12.2%

構成比

341

71

113

12.1%

６級

標準的な職務内容

２級

114

職員数

３級

４級

１級

区　　分

５級

７級 71 7.7%

（注）１ 都城市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

８級 1.8%

１級 12.2% １級 11.7%
１級 7.6%

２級 7.7%
２級 6.7%

２級 6.6%

３級 12.4%
３級 11.4%

３級 14.6%

４級 37.0% ４級 40.2% ４級 41.0%

５級 12.1% ５級 11.8%

５級 20.2%

６級 9.1% ６級 8.8%

６級 8.3%７級 7.7% ７級 7.6%

７級 1.7%８級 1.8% ８級 1.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成３１年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比



⑵ 昇給への勤務成績の反映状況

４ 　職員の手当の状況
⑴ 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（３０年度支給割合） （２９年度支給割合） （２９年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ )月分( )月分 （ )月分( )月分 （ )月分( )月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5 ～ 20 ％ ・役職加算 5 ～ 20 ％ ・役職加算 5 ～ 20 ％

・管理職加算 10 ～ 25 ％ ・管理職加算 10 ～ 25 ％

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

⑵ 退職手当（平成３１年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置 （2%～45%加算） 定年前早期退職特例措置

（ 2 ％ ～ 45 ％ 加算）

⑶ 地域手当（平成３１年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

％ 人 ％

都城市

47.709

10.0福岡県福岡市 10.0

1,492

47.709

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、３０年度に退職した全職種の職員に支給された平均額です。

1.85

1.45

2.60

19.6695

勧奨・定年

1.45 0.9

都城市 国

20.0

1

国の制度（支給率）支給率支給対象地域

東京都特別区 20.0

支給対象職員数

4

39.7575

28.0395 33.27075

19.6695

自己都合

―

１人当たり平均支給額 21,225

1.45

自己都合

支給実績（３０年度決算）

604,474支給職員１人当たり平均支給年額（３０年度決算）

47.709

33.27075

24.586875

39.7575 47.70947.709

3,022

28.0395

千円

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

0.9

1.85 2.60

病気休暇等の理由により、昇給判定期間の勤務すべき日の６分の１以上の日数を勤務しなかった職員及び
懲戒処分を受けた職員等について、昇給時、号給数の抑制調整をしています。

宮崎県 国

47.709

24.586875

１人当たり平均支給額（３０年度）

懲戒処分を受けた職員等について、成績率の抑制調整をしています。

勧奨・定年

0.9

１人当たり平均支給額（３０年度）

1,480

1.852.60



⑷ 特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在）

千円

円

％

⑸ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

⑹ その他の手当（平成３１年４月１日現在）

円

支給職員１人当たり

千円 280,433

（３０年度決算）

内容及び支給単価

災害及び緊急業務に従事した
とき

１回６５０円

11.4職員全体に占める手当支給職員の割合（３０年度）

2

出動手当 消防局の職員

375,235

消防局の職員

手当の種類（手当数）

主な支給対象業務

交代制勤務に従事する職員
が、午後１０時から翌日の午
前５時までの間に正規の勤務
に従事したとき

支給実績（２９年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算） 314

夜間特殊業務手当

職員１人当たり平均支給年額（３０年度決算） 357

左記職員に対する支給単価

6,795

42,208

１回２００円

扶養親族のある職員に支給さ
れる手当
①配偶者及び孫・弟妹、60歳
以上の父母及び祖父母、重度
心身障害者 1人につき6,500
円
※行政職俸給表（一）8級以上
職員等の場合、支給額は3,500
円

②満22歳に達する日以降の最
初の3月31日までの間にある子
　 　　　　　　　　10,000円
※満16歳年度初めから満22歳
年度末までの間にある子につ
いては、1人につき5,000円加

支給実績（３０年度決算）

手当の名称

支給実績（３０年度決算）

国の制度と
異なる内容

187,049

国の制度
との異同

（３０年度決算）

支給実績

同じ ―扶養手当

平均支給年額

主な支給対象職員

390,051

支給職員１人当たり平均支給年額（３０年度決算）



円

円

円

円

円6,456 807,000―

67,550

管理職員
特別勤務手当

64,333

5,582

122,802

910

632,997

単身赴任手当

公署を異にする異動等に伴い
転居し、やむを得ない事情に
より配偶者と別居し、単身で
生活することを常況とする職
員等に支給される手当
（支給額）
23,000円＋加算額
（加算額）
片道　100km以上
6,000円～45,000円

国と支給区
分及び支給
額が違う

千円同じ

千円

千円異なる

異なる

管理又は監督の地位にある職
員に支給される手当
①部長級
　　82,200円
②課長級
　　66,400円
③副課長級
　　33,200円

自ら居住するための住宅若し
くは単身赴任手当を支給され
配偶者等の居住するための住
宅を借り受け、一定額を超え
る家賃若しくは間代を支払っ
ている職員に支給される手当
（職員の居住する借家・借
間）
①月額23,000円以下の家賃の
場合
家賃－12,000円（ただし支給
額3,000円未満の場合は3,000
円支給）
②月額23,000円を超える家賃
の場合
（家賃－23,000円）×1／2＋
11,000円（ただし支給限度額
27,000円）
（配偶者等の居住する借家・
借間）
「職員の居住する借家・借
間」による算出される額の2分
の1の額

管理職手当

同じ

国と支給区
分及び支給
額が違う

管理職手当を支給される職員
が臨時又は緊急の必要その他
の公務の運営の必要により、
週休日又は祝日等若しくは平
日深夜（0時～5時）に勤務し
た場合に支給される手当
①部長相当職　　　8,500円
②課長相当職　　　7,000円
③副課長相当職　　6,000円
※ただし、6時間を超えた場合
はそれぞれの額に150/100を乗
じた額

国の制度
との異同

89,173 千円―

通勤のため、通勤機関等を利
用しその運賃等を負担するこ
と、自動車等を使用すること
などを常例とする職員に支給
される手当
（普通交通機関等の利用者）
支給単位期間の通勤に要する
運賃等の額に相当する額（た
だし、1箇月当たりの支給限度
額は55,000円）
（自動車等の使用者）
片道　2km以上
2,000円～31,600円

―

支給実績

（２９年度決算）

同じ

千円

内容及び支給単価

支給職員１人当たり

通勤手当

298,237

平均支給年額

（２９年度決算）

国の制度と
異なる内容

住居手当

手　当　名



５ 　特別職の報酬等の状況（平成３１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

月分

月分

月分

月分

月分

月分

（注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝
      ４８月）勤めた場合における見込額です。

22,560,000 円

10,872,000 円

6,480,000 円

3.35

円

（支給時期）

副市長（総括担当）

3.35

任期毎

給料月額×在職月数×30/100

給料月額×在職月数×20/100

3.35

　　（平成３０年度支給割合）

3.35

給料月額×在職月数×50/100

3.35

3.35

退
職
手
当

期
末
手
当

報
酬

円／

円400,000

（算定方式）

円／

円／

895,000

715,000

円

円

　　（平成３０年度支給割合）

円

（１期の手当額）

給料月額等

円

円／

895,000675,000

940,000

715,000

任期毎

任期毎

640,000

550,000

円／ 500,000

1,035,000

副市長（事業担当）

市 長

副　 議　 長

議　　　　長

副市長（総括担当）

市 長

議 員

副市長（事業担当）

議 員

副 議 長

副市長（事業担当）

940,000

500,000

給
料

市 長

議 長

400,000 円／

420,000 580,000 420,000

755,000

区 分

副市長（総括担当）

（参考）類似団体における最高／最低額


